































































































































































































































(14) 平均教育年数は，Godo Yoshihisa,“Estimation of Average Years of Schooling for Japan, Korea and the United
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1.141［ 2.542］**  
1.772［ 2.184］**  
0.972［ 2.026］**  
1.017［ 3.159］*** 
3.954［ 2.128］**  
78 　　  　  
203.2***　　　　　   
0 .373  　　　 
勤続有無 
注）1）角括弧内は分散不均一に対して頑強なz値。 
　　2）***１％水準，**５％水準，*10％水準で統計的に有意。 
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きかったことを印象付けると同時に，救護に必要とされる社会事業施設が比較的整っており，情報
収集に係る取引費用が低いという都市部の活動環境が，彼等の勤続に影響を及ぼした可能性を示唆
するものである。
おわりに
本論文は，方面委員候補者の『履歴書・内申書』を用いて，候補者となる人物の属性と，方面委
員の勤続に必要とされる特性を明らかにした。
まず，史料より得られる情報から候補者となる人物の属性を分析した。その結果，候補者には地
域住民からの信望が厚く公正で，地域の情報に精通している人物が選ばれていた。また，方面委員
となる動機については，これまで着目されてきた名望や純粋な愛他主義だけでなく，職業特殊的な
経済的誘因が関連していることがわかった。次に，方面委員の勤続に必要とされる特性を明らかに
するために，数年後の勤続者と退職者の属性を比較した。その結果，方面委員の勤続には，委員と
して活動することの機会費用だけでなく，人的ネットワークや信頼，地域性といった複数の要因が
影響を与えていたことが判明した。これらは，従来指摘されてきた方面委員の中流階級的属性を否
定するものではないが，余暇価値の高い資産家が，方面委員の活動に適していたことを印象付ける
ものである。そしてまた，近年着目されている方面委員に関する社会関係資本については，委員の
豊かな人間関係や信頼そのものが，方面委員として採用されかつ勤続に必要となる重要な特性であ
ったことを示している。
もとより本稿は，1930年代半ばの宮城県を対象としたものであり，分析の適応可能性には限界
があると言わざるを得ない。しかし，以上の実証結果は，このような特性を持つ人物を委員に採用
することによって，方面委員制度が有効に機能し得た可能性を示唆するものである。
（おがさわら・こうた　東京大学大学院経済学研究科・日本学術振興会特別研究員）
［本論文は，日本学術振興会科学研究費補助金（特別研究員奨励費・課題番号22・9723）を用いた研究成果の一部
である。］
